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第１節 は じ め に
日米多国籍企業子会社がカナダでどのような役割を果たしているのかということを探るために，そ
の前提ともいうべき日米加３カ国の経済比較１，カナダにおける産業政策，とりわけ外資を巡る政策
の変遷２，そしてカナダ国内経済が外資系企業によって支配される一つの典型としてカナダ国内自動
車企業がアメリカの自動車会社に吸収されるプロセス３を考察してきた。この結果，カナダでは外資
系企業の影響力は無視できないものであることが予想された。
本稿ではこうした外資系企業の経済的な力の強さを前提として，外資系企業がカナダ経済にいった
いどれほどの影響を持っているのかということについて考察する。とりわけ外資系企業の中で圧倒的
な力を持つアメリカ企業の役割と，日本企業のカナダにおける役割をあわせて考察することとする。
その際の考察の論点は外資系企業がカナダにおいて直接的に果たしている役割，すなわち，雇用，産業
別地位，業績等を中心に考察することにする。あわせて直接的な役割以外の役割についても考察する。
第２節 アメリカ企業の役割
表１は米国からの海外直接投資（USDIA）と米国向け海外直接投資（FDIUS）の残高の推移を表し
たものである。これによれば一貫して米国からの海外直接投資額が米国向け海外直接投資額を上回っ
ていることが明らかになる。
このうちカナダ向けの直接投資残高はどのように推移しているであろうか。２００２年度のアメリカの
海外直接投資残高最大の国は英国で２５５４億ドル，全体の１６．８％を占める。カナダは英国に次いで２番
目の投資対象国で１５２５億ドル（１０．１％）である。さらにオランダ（１４５５億ドル，９．６％），スイスと続
く４。カナダだけに限定すると１９９９年度は１１９５億ドル（９．８％），２０００年度，１３２５億ドル（１０．１％），２００１
年度，１４１８億ドル（１０．３％）である５。
１ 榎本悟稿「加米・加日関係の進展」『広島大学経済論叢』第２６巻第１・第２巻，２００２年。
２ 榎本悟稿「カナダの産業政策－歴史・現状・展望－」北方圏センター『北海道の地域開発の現状とその対応策－北方
圏諸国との比較－（カナダ編）』所収，昭和６２年。
３ 榎本悟稿「マクローリン自動車会社－カナダ国内自動車企業の消滅－」日本カナダ学会『カナダ研究年報』第１２号，１９９２
年。榎本悟稿「経営史学の理論化に向けて－マクローリン自動車会社の事例を参考にして－」『岡山大学経済学会雑
誌』第２４巻第３号，１９９２年。
４ Maria Borga, “Direct Investment Positions for 2002 : Country and Industry Detail,” Survey of Current Business, July 2003, p. 24.
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ちなみに２００１年度から２００２年度にかけてアメリカからの海外直接投資残高は１３７７億ドル増加してい
るが，カナダ向けには１０７億３３００万ドル増加し，コンピュータ，エレクトロニクス，鉱業企業の買収
や設立のために主として投資されたものである６。要するにアメリカから見ると海外直接投資残高の
およそ１割はカナダ向けに投資されており，この比率は１９９４年に NAFTAが発効してアメリカとカナ
ダの経済的な関係が強化されているとはいえ，アメリカ側から見るとその比率が増加しているわけで
はない。しかし，先に述べたように，カナダはアメリカの対外直接投資残高のおよそ１割を占めてい
るという事実から見て，アメリカにとりカナダが重要であることには変わりはない７。ただし１９９０年
時点ではアメリカからの投資残高は英国，カナダ両国とも大きな差はなくそれぞれが第１位の座を
争っていたが，直近のデータでは既に指摘したように英国との差は開きつつあることが，明らかにな
る。これはアメリカにとってカナダ以外の国々の重要性が相対的に高くなってきたということであろ
う。
５ Ibid ., p．３０の表１より算出。
６ Ibid ., p．２５．
７ ちなみに NAFTA発効以前の１９９０年のアメリカの対外直接投資残高（４２４０億８６００万ドル）の内カナダ向け（６７０億３３００
万ドル）の割合を見ると，１５．８％となる。Cf. “U. S. Direct Investment Abroad : Detail for Historical Cost Position and Balance
of Payments Flows, 1991” Survey of Current Business, August 1992, p.117の表３より計算。
表１ 米国海外直接投資（USDIA）及び米国向け海外
直接投資（FDIUS）残高
年度末 １０億ドル 前年比
USDIA FDIUS USDIA FDIUS
１９８２年 ２０７．８ １２４．７
１９８３年 ２１２．２ １３７．１ ２．１ ９．９
１９８４年 ２１８．１ １６４．６ ２．８ ２０．１
１９８５年 ２３８．４ １８４．６ ９．３ １２．２
１９８６年 ２７０．５ ２２０．４ １３．５ １９．４
１９８７年 ３２６．３ ２６３．４ ２０．６ １９．５
１９８８年 ３４７．２ ３１４．８ ６．４ １９．５
１９８９年 ３８１．８ ３６８．９ １０．０ １７．２
１９９０年 ４３０．５ ３９４．９ １２．８ ７．０
１９９１年 ４６７．８ ４１９．１ ８．７ ６．１
１９９２年 ５０２．１ ４２３．１ ７．３ １．０
１９９３年 ５６４．３ ４６７．４ １２．４ １０．５
１９９４年 ６１２．９ ４８０．７
１９９５年 ６９９．０ ５３５．６ １４．１ １１．４
１９９６年 ７９５．２ ５９８．０ １３．８ １１．７
１９９７年 ８７１．３ ６８１．８ ９．６ １４．０
１９９８年 １０００．７ ７７８．４ １４．８ １４．２
１９９９年 １２１６．０ ９５５．７ ２１．５ ２２．８
２０００年 １３１６．２ １２５６．９ ８．２ ３１．５
２００１年 １３８３．２ １３５５．１ ５．１ ７．８
２００２年 １５２１．０ １３４８．０ １０．０ －０．５
出所）Maria Borga, “Direct Investment Positions for 2002 :
Country and Industry Detail,” Survey of Current Business,
July 2003,p.22 表Ａより作成。なお１９９３年から１９９４年の
間に分類が変更になったため，前年比が表示できない。
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アメリカの直接投資残高のおよそ１割がカナダ向けであることが明らかになったが，これをカナダ
側から見るとどのような光景が浮かび上がるのだろうか。表２はカナダがアメリカと日本からどれだ
けの額の直接投資を受け入れているのか，そして同時に全世界からの受入額の中でどれだけの割合を
占めているのかということも示している。
これによればカナダの対内直接投資累計額全体のおよそ７割がアメリカからのものであり，その比
率は大体において一貫している。これに対してカナダ側統計による日本の地位はやはり低下傾向にあ
るということがわかる。つまり，カナダにとって日本の地位はそれほど大きなものではないがアメリ
カはカナダにとってなくてはならない国であり，アメリカとの関係を考慮しない経済運営というもの
は考えにくいということがわかる。
それではアメリカからどのような分野にカナダ向けの投資がなされているのであろうか。
表３はアメリカから全世界ならびにカナダ向けの直接投資残高を石油，製造業そしてその他の産業
に分けて見たものである。
これによれば，アメリカの全世界に対する直接投資残高は現在（２００１年）も１０年前の１９９１年を見て
も製造業（１９９１年・・３９．０％，２００１年・・２７．２％）よりもその他の産業への投資残高が多いし，直近
になればなるほどその他の産業への投資比率は高まる傾向にある。ところがカナダについては少し様
相が異なる。２００１年のデータでは確かに製造業（３８．６％）よりもその他の産業への投資残高の方が多
表２ カナダ向け直接投資累計額（１００万加ドル）
１９８６年 １９９１年 １９９６年 １９９７年 １９９８年 １９９９年 ２０００年 ２００１年
アメリカ ６９２４１ ８６３９６ １２１９４３ １３２７９４ １４９４７６ １７１４８３ １８６２３８ ２１４９６０
比 率 ７２．１ ６３．９ ６７．０ ６７．０ ６７．４ ６９．５ ６３．９ ６７．０
日 本 ２６７９ ５５９６ ７８７３ ８１３８ ８３５２ ８２４５ ８４４２ ８２８５
比 率 ２．８ ４．１ ４．３ ４．１ ３．８ ３．３ ２．９ ２．６
計 ９６０５４ １３５２３４ １８２１２６ １９８２４１ ２２１６４７ ２４６７８０ ２９１５２０ ３２０９３１
出所）Todd Evans, Foreign Direct Investment Monitor, DEC, August 2001, p.32, Table A9より作成。Todd Evans, Foreign Direct
Investment Moniotor, EDC, June 2002, p.24 Table A9より作成。
表３ 米国の対カナダ産業別直接投資残高（歴史的原価，１００万ドル）
１９８９年 １９９０年 １９９１年 １９９８年 １９９９年 ２０００年 ２００１年
全 地 域 ３７２４１９ ４２４０８６ ４５０１９６ １０１４０１２ １１３２６２２ １２９３４３１ １３８１６７４
石 油 ５１３９３ ５６９５７ ５９１６０ ９２９６４ ９９９２５ ９５８３４ １０２０７４
製 造 業 １４４６７９ １６４４６６ １７５４１３ ２９４１２９ ３１８１２１ ３５３５５０ ３７６２５９
そ の 他 １７６３４７ ２０２６６２ ２１５６２３ ６２６９１９ ７１４５７６ ８４４０４７ ９０３３４１
カ ナ ダ ６３９１９ ６７０３３ ６８５１０ １０１８７１ １１１７０７ １２８８１４ １３９０３１
石 油 １１３６４ １１３８８ １０８４７ １３５７３ １６４１６ １８４６１ ２３７５５
製 造 業 ３０２１３ ３１７９０ ３２３６０ ４１７８０ ４４０２３ ５０７６８ ５３７２４
そ の 他 ２２３４１ ２３８５４ ２５３０３ ４６５１８ ５１２６８ ５９５８５ ６１５５２
出所）Maria Borga and Daniel R. Yorgason, “Direct Investment Positions for 2001 : Country and Industry Detail,” Survey of Current
Business , July 2002, pp. 28−29表２．１および２．２より抜粋。１９９９年ならびに１９９８年のデータは Sylvia Bargas, “Direct
Investment positions for 1999 : Country and Industry Detail,” Survey of Current Business, July 2002, p. p. 67−68の表３．１
および３．２より抜粋。１９９１年，１９９０年ならびに１９８９年のデータは“U. S. Direct Investment Abroad : Detail for Historical
Cost Position and Balance of Payments Flows, 1991” Survey of Current Business, August 1992, pp. 123−125の表
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いことはわかるが，１０年前の１９９１年ではその他の産業への投資残高よりも製造業投資残高（４７．２％）
の方が多い。カナダ向けの投資と全世界向けの投資の傾向に違いがあるということがわかる。とくに
アメリカの対外直接投資残高に占める製造業の比率と対加直接投資残高に占める製造業の比率は，カ
ナダ向け直接投資残高の比率の方が高い。この理由はカナダがアメリカと地理的にも，経済的にも，
文化的にも近接していることにより，アメリカからの製造業の移転やカナダ国内にある既存の製造拠
点を買収しやすいということが，その理由としてあげられるであろう。
カナダ向けには製造業への直接投資残高が多いということは明らかになったが，それではどのよう
な産業に具体的には投資されているのであろうか。それを見たのが表４である。
表４は製造業についてアメリカからの全世界向け直接投資残高（各年の上段部分）と対カナダ向け
直接投資残高が併記してある。これによれば，製造業においてアメリカの全世界向け直接投資残高の
最大の産業は一貫して化学産業である。輸送機器産業については第３位もしくは第４位であるが，対
カナダ向け投資に関しては輸送機器産業が大体において第１位の座にあることがわかる。これは何よ
りも自動車の中心地であるアメリカ・ミシガン州を中心にカナダの主要州の一つであるオンタリオ州
との関係が濃密であることや，１９６５年に締結された加米自動車協定が１９８９年の加米自由貿易協定，そ
して１９９４年の北米自由貿易協定（North American Free Trade Agreement, NAFTA）へとつながっていく
きっかけとなったことからわかるように，カナダはアメリカ自動車産業との関係が強いということを
物語るものといえよう。
それではアメリカの多国籍企業はカナダでどれくらいの雇用をもたらしているのか見てみよう。ア
メリカの多国籍企業は全世界で２０００年現在，９６０万６９００人を雇用しているが，そのうちカナダでは１１４
万５４００人を雇用しており，カナダでの雇用人員は海外全体の雇用数の１１．９％である８。アメリカ多国
表４ 米国の対カナダ産業別直接投資残高（歴史的原価，百万ドル）
産 業 製造業小計 食 品 化 学 金 属 産業機械 電 機 輸送機器 そ の 他
２００１年 ３７６２５９ ３５４９６ １０８６６３ ２１４８８ ５２３９２ ４８３９１ ３９１４２ ７０６８７
対カナダ ５３７２４ ４６２９ ９６４０ ５３１５ ２８６６ ２８３８ １３３１２ １５１２３
２０００年 ３５３５５０ ３５９３３ １００８７２ １８７７３ ４１１９９ ４９０６５ ４００５２ ６７６５６
対カナダ ５０７６８ ５４６２ ８８２７ ４２２７ ３４８４ ３０７７ １２６０６ １３０８５
１９９９年 ３１８１２１ ３６１２６ ８２７９４ １８８０３ ３７８３３ ３８４９９ ３６０１３ ６８１０３
対カナダ ４４０２３ ４９８３ ７６３７ ３１２３ ３２６９ ２４５５ ９９６５ １２５９２
１９９８年 ２９４１２９ ３５０７４ ７９８６８ １８７７６ ３１３４８ ３２３９８ ３３９３９ ６２７２５
対カナダ ４１７８０ ４９９７ ７９８９ ３１２８ ２９１５ ２１３８ １００５７ １０５５７
１９９１年 １７５４１３ １７０９３ ４０２２９ １０４８１ ２９７８１ １５３３４ ２３０５７ ３９４３９
対カナダ ３２３６０ ２４９２ ６７１９ ３３２５ ２７２６ ２３６４ ６３５０ ８３８４
１９９０年 １６４４６６ １５９０６ ３７４２７ １０４１０ ２８６３８ １３９００ ２１６８８ ３６４９９
対カナダ ３１７９０ ２２５４ ６３２８ ３２２０ ２７４９ ２１０２ ６８７２ ８２６５
１９８９年 １４４６７９ １３０６９ ３３４８５ ８５１０ ２５５３１ １２１１３ ２０６２１ ３１３５１
対カナダ ３０２１３ １９８９ ６２３４ ２７７２ ３１５４ １９３２ ６６３８ ７４９４
出所）Maria Borga and Daniel R. Yorgason, “Direct Investment Positions for 2001 : Country and Industry Detail,” Survey of Current
Business , July 2002, pp. 28−29表２．１および２．２より抜粋。１９９９年ならびに１９９８年のデータは Sylvia Bargas, “Direct
Investment Positions for 1999 : Country and Industry Detail,” Survey of Current Business, July 2002, pp. 67−68の表３．１お
よび３．２より抜粋。１９９１年，１９９０年ならびに１９８９年のデータは“U. S. Direct Investment Abroad : Detail for Historical
Cost Position and Balance of Payments Flows, 1991” Survey of Current Business, August 1992, pp. 123−125の表
１１．１，１１．２，１１．３より作成，
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籍企業のカナダにおける雇用はアメリカ側の持ち分が５０％を超える子会社と，それ以下の持ち分しか
ない子会社の雇用に分けて見てみると前者が，すなわちいわゆる過半数所有子会社（majority−owned
foreign affiliates, MOFA）が１０３万８７００人（全体の９０．７％）を雇用し，後者は残りの１０万６７００人を雇用
しているにすぎない。
表５はアメリカの対カナダ子会社（MOFA）の産業別雇用分布を示したものである。
この表から明らかになることはカナダで雇用されている人は２０００年現在１０３万８７００人であるが，こ
のうち４２．８％（４４万５１００人）は製造業で雇用されており，製造業の中では自動車産業を中心とする輸
送機器産業（１２万８００人で，製造業全体の２７．１％，アメリカ系企業全体の雇用の１１．６％）が最大の雇
用人数であることがわかる。これは先述の直接投資残高でも見たとおり，カナダにとってアメリカ自
動車会社のカナダ子会社の重要性は極めて高いということである。
さらにアメリカ多国籍企業子会社が雇用する従業員数はカナダ経済にとってどれほど重要であるの
かということを述べるとすれば，表６が参考になる。この表はアメリカ多国籍企業子会社がカナダ経
済全体の雇用の中でどれほどの地位を占めるのかということを示したものである。
この結果，２０００年時点においてアメリカ多国籍企業はカナダ経済の雇用全体の１０％をしめるまでに
至っており，１９９０年と比較してもわずかではあるがその比率は高まっている。この比率の高さは他の
８ Raymond J. Mataloni, Jr.,” U. S. Multinational Companies : Operations in 2000” Survey of Current Business, December 2002, p.
125.以下 operations in 2000と略称。
表５ アメリカの対カナダ子会社の従業員分布（MOFA，１０００人）
全産業 鉱 業
公 益
事 業
製造業
小 計
卸 売 情 報 金 融
専門的
サ ビース
その他
食 品 化 学 金 属 機 械
コンピュー
タ・エレク
トロニクス
電 機
輸 送
機 器
１９９９年 全世界向 ７７６５．８ １２９．４ ６８．４４３５７．３ ３３９．８ ５６８．７ ２２３．５ ３４６．９ ７６７．０ ２６４．６ ８６５．７ ６６９．９ ２９５．６ ２５３．０ ３９５．９１５９６．２
カナダ向 １００４．２ １２．９ ４．３ ４４１．７ ３２．４ ４１．５ ３０．０ ２０．３ ４１．１ １５．９ １１９．７ ７５．７ ３１．８ ３２．７ ３２．３ ３７２．９
２０００年 全世界向 ８０６４．７ １３６．７ ５７．７４３５２．５ ３５５．６ ５５９．２ ２４５．９ ３４３．６ ７７７．１ ２３２．０ ８７２．４ ６６９．１ ３３３．０ ３０９．８ ４２２．９１７８２．９
カナダ向 １０３８．７ １３．０ １．２ ４４５．１ ３６．３ ３９．０ ３１．４ ２０．６ ４３．９ １６．３ １２０．８ ７６．１ ３２．６ ３５．６ ３５．４ ３９９．７
出所）Rayomond J. Mataloni, Jr., “U. S. Multinational Companies : Operations in 2000,” Survey of Current Business, December 2002, pp.128−129の表１１．１ならび
に１１．２より作成。
表６ アメリカの対カナダ子会社の地位（MOFA，１０００人）
雇用数
MOFA
相手国 比率
カ ナ ダ １９９０年 ８６４．０ ８９１１ ９．７
２０００年 １０３８．７ １０４１０ １０．０
出所）１９９０年のデータについては Raymond J. Mataloni, Jr., “U. S.
Multinational Companies : Operations in 1990” Survey of Current
Business , August 1992, p.64の表５から採用。２０００年のデータ
については Raymond J. Mataloni, Jr., “U. S. Multinational
Companies : Operations in 2000” Survey of Current Business,
December 2002, p.129の表１１．２ならびに総務省統計局・統計
研修所編『世界の統計 ２００３』日本統計協会，平成１５年，６５
頁表３－３より作成。
１８１カナダにおける日米企業の役割
－５－
国と比較しても極めて高く，メキシコ経済同様に，カナダ国内経済に占めるアメリカ多国籍企業の雇
用の割合は最高水準にある。その理由としては，カナダがアメリカと近接していることや，カナダが
NAFTAを契機にますますアメリカ経済との統合を強めているということ，また英語圏であるという
理由も考えられる９。ちなみに日本の経済においてアメリカ多国籍企業が日本の雇用全体において占
める比率は１９９０年で，わずかに０．３％であり，２０００年においても０．４％程度でしかない１０。このことか
らカナダにとってアメリカ多国籍企業の影響力の大きさがわかるであろう。
続いて，アメリカ多国籍企業が創造する付加価値についてみてみよう。
表７はカナダで展開するアメリカ多国籍企業がどれだけの付加価値を創造したかを見たものであ
る。予想に違わず，輸送機器産業が最大の付加価値を創造していることがわかる（付加価値額全体の
１９．１％）が，ここでの含意は全体の付加価値額の意味にある。アメリカ系カナダ子会社は１９９９年には
６５７億８０００万ドル，そして２０００年には７２３億９８００万ドルの付加価値額を創り出しているが，これを同じ
年のカナダの GDPに占める割合と比較して計算してみると，１９９９年には１０．４％，そして２０００年には
１０．５％となる。１９９４年には GDPに占めるアメリカ多国籍企業の付加価値額は８．８％であったから，こ
の点に関してもやはり上昇気味であることがわかる。ついでに言えば日本ではアメリカ多国籍企業が
創り出す付加価値額の GDPに占める割合は１９９４年で０．５％，１９９９年，２０００年ともに０．７％でしかな
い１１。
以上のようにアメリカ多国籍企業はカナダ経済にしっかりと根を張り，雇用ならびに付加価値額の
GDPに占める割合等から見ても，今やカナダ経済はアメリカ多国籍企業なしでは成り立っていかな
いほどの状況にあることは明らかであろう。
次に日本の多国籍企業のカナダにおける役割に目を転じよう。
９ Raymond J. Mataloni, Jr., “U. S. Multinational Companies : Operations in 1990” Survey of Current Business, August 1992, p.64.
以下 Operations in 1990と略称。
１０ Raymond J. Mataloni, Jr., “Operations in 1990” p.64の表５ならびに Raymond J. Mataloni. Jr.,” Operations in 2000” p.129の
表１１．２と総務省統計局・統計研修所編『日本の統計 ２００３年版』日本統計協会，平成１５年，３６－３７頁の表３－５より
計算。
１１ Raymond J. Mataloni, Jr.,” Operations in 2000” p.119.
表７ アメリカの対カナダ子会社産業別付加価値額（MOFA，１００万ドル）
全産業 鉱 業
公 益
事 業
製造業
小 計
卸 売 情 報 金 融
専門的
サ ビース
その他
食 品 化 学 金 属 機 械
コンピュー
タ・エレク
トロニクス
電 機
輸 送
機 器
１９９９年 全世界向 ５６６３９６ ３８５５２ １０４６６３１６３００ １８７５０ ５８８９４ １２０８６ １８５８１ ３７６１６ ７３４４ ４９０１９ ７６７７４ ２０６６７ ２５２９２ ３１１１７ ４７２２８
カナダ向 ６５７８０ ３６８５ ３８４ ４０６８６ ２２７４ ４２１８ ４８５７ １３８６ ２４６０ ９５１ １３１５６ ５７１１ １３０１ １５３７ １８２８ １０６４８
２０００年 全世界向 ６０５８８８ ６００６０ １０８３９３１７３３９ １９１３９ ５８２００ １３２４９ １８０３５ ４１８８６ ７３５０ ４８８５１ ８７０２５ ２２３６４ ２３３０７ ３３０５０ ５１９０４
カナダ向 ７２３９８ ５７６２ ２２９ ４５０５８ ２４８６ ４５２０ ２６２４ １２６７ ３１６９ ９１８ １３８０６ ５９６９ １３５７ １５３８ ２０２１ １０４６５
出所）Raymond J. Mataloni, Jr., “U. S. Multinational Companies : Operations in 2000” Survey of Current Business , December 2002, pp.130−131の表１２．１ならび
に１２．２より作成。
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第３節 日本企業の役割
表８は日本の対内および対外直接投資の各年度ごとの推移を見たものである。これによれば我が国
はかつて対内直接投資よりも対外直接投資の額が大幅に上回っていたということがわかる。しかしな
がらここ１０年来の不況による対外直接投資の伸びの鈍化と，海外から見た日本の企業の買収等の容易
さによりその比率は急速に縮小傾向にある。
それでは日本からカナダに対し，どのような分野に投資がなされているだろうか。それを見たのが
表９である。
この表を見ると，日本からカナダに向けた直接投資の額は日本全体の対外直接投資の比率から見る
と，徐々に低下傾向にあることがわかる。すなわち１９８９年度では，日本全体の直接投資額の２％をカ
ナダ向け投資が占めているが，その比率は少しずつ低下して，最近の２００１年度ではではわずか０．３％
表８ 日本の対外及び対内直接投資（億円，１００万ドル）
対外直接投資 対内直接投資 対外／対内
１９８５年度 １２２１７ ９３０ １３．１
１９８６年度 ２２３２０ ９４０ ２３．７
１９８７年度 ３３３６４ ２２１４ １５．１
１９８８年度 ４７０２２ ３２４３ １４．５
１９８９年度 ６７５４０ ２８６１ ２３．６
１９９０年度 ５６９１１ ２７７８ ２０．５
１９９１年度 ４１５８４ ４３３９ ９．６
１９９２年度 ３４１３８ ４０８４ ８．４
１９９３年度 ３６０２５ ３０７８ １１．７
１９９４年度 ４２８０８ ４３２７ ９．９
１９９５年度 ４９５６８ ３６９７ １３．４
１９９６年度 ５４０９４ ７７０７ ７．０
１９９７年度 ６６２２９ ６７８２ ９．７
１９９８年度 ５２１６９ １３４０４ ３．９
１９９９年度 ７４３９０ ２３９９３ ３．１
２０００年度 ５３６９０ ３１２５１ １．７
２００１年度 ３９５４８ ２１７７９ １．８
出所）『財政金融統計月報』５２４号，１９９５年１２月号，３頁，
１１８－１１９頁ならびに『財政金融統計月報』６０８号，２００２
年１２月号，３０－３１頁より作成。なお１９９４年以降は円表示
で，それ以前の数値はドル表示である。
表９ 日本の対カナダ産業別投資（届け出ベース，１００万ドル，億円）
１９８９年度１９９０年度１９９１年度１９９２年度１９９３年度１９９４年度１９９５年度１９９６年度１９９７年度１９９８年度１９９９年度２０００年度２００１年度
全世界 ６７５４０ ５６９１１ ４１５８４ ３４１３８ ３６０２５ ４２８０８ ４９５６８ ５４０９４ ６６２２９ ５２１６９ ７４３９０ ５３６９０ ３９５４８
対加／全世界（％） ２．０ １．９ １．９ ２．２ １．６ １．２ １．１ ２．１ １．１ １．５ ３．７ ０．３ ０．３
製造業 １６２８４ １５４８６ １２３１１ １００５７ １１１３２ １４４２６ １８２３６ ２２８２１ ２３７３１ １５６８６ ４７１９３ １２９１１ １７４４９
製造／全世界（％） ２４．１ ２７．２ ２９．６ ２９．５ ３０．９ ３３．７ ３６．８ ４２．２ ３５．８ ３０．１ ６３．４ ２４．０ ４４．１
非製造業 ５０５１７ ４０６２０ ２８８０９ ２３７２０ ２４６２７ ２７９７８ ３０４９５ ３０１２４ ４１７９３ ３６０２５ ２６９６８ ４０５０２ ２１７４４
その他 ７３９ ８０６ ４６４ ３６０ ２６６ ４０４ ９３８ １１４９ ７０５ ４５７ ２２９ ２７７ ３５５
対カナダ １３６２ １０６４ ７９７ ７５３ ５６２ ５０９ ５４９ １１４４ ７６１ ８０３ ２７６０ １４９ １１１
製造業 ７１２ ４０５ ３０９ ３９３ １０７ １９９ ２７３ ７２３ ５３７ ６４５ ２７１５ ２４ １７
製造／対加（％） ５２．３ ３８．１ ３８．８ ５２．２ １９．０ ３９．１ ４９．７ ６３．２ ７０．６ ８０．３ ９８．４ １６．１ １５．３
非製造業 ６４８ ６５９ ４８８ ３６１ ４５５ ３１０ ２７５ ４２１ ２２４ １５８ ４５ １２４ ９３
その他 ３ n. a n. a n. a n. a n. a n. a n. a n. a n. a n. a n. a n. a
出所）『財政金融統計月報』５２４号，１９９５年１２月号，３２－３３頁，４２－４３頁ならびに『財政金融統計月報』６０８号，２００２年１２月号，３頁，３８－３９頁より作
成。ただし１９９３年度以前の数値はドル表示であり，それ以後の数字は円表示である。
１８３カナダにおける日米企業の役割
－７－
でしかない。ただしカナダ向け直接投資については，その比率は低下傾向にあるが，１９９９年度を見る
と明らかなように，この年度は３．７％と例外的に高くなっているといった具合に，日本の対加直接投
資はその時々の直接投資額に影響される度合いが高く，そのために各年の変動幅が大きくなる傾向が
強くなる。
また直接投資額全体に占める製造業の割合についても日本全体の直接投資額に占める製造業投資額
の比率よりも対カナダ向け製造業比率の方がばらつきが大きいことがわかる。（製造業投資額／日本
全体の投資額の平均値は３４．７，標準偏差は１０．６であるのに対し，製造業投資額／対カナダ直接投資額
の平均値は４８．７で，標準偏差は２５．１である）この意味は日本から見てカナダ向けの直接投資がそもそ
もあまり大きくないということに加えて，どのような業種であれ，多少とも大型の投資があるとすぐ
にそれが具体的な数値や比率に反映されやすくなるということである。
ちなみに１９９９年度日本からカナダには２７６０億円の直接投資がなされており，そのうち製造業投資が
２７１５億円となっている。１９９８年度の対加直接投資の全世界向け直接投資額に占める割合は１．５％から
１９９９年度には突如として３．７％に急上昇しているが，これは１９９９年３月に，日本たばこ産業が７８億 US
ドルで，RJRナビスコ持株会社（RJR Nabisco Holdings Corp．）が保有するアメリカ以外の全海外たば
こ部門，RJRレイノルズ社（R. J. Reynolds）を買収したことに関連している１２。
このように，カナダ向け直接投資はその年々において直接投資全体についてもその直接投資の構成
についても大きな変動要因が存在している。
とはいえ，対加直接投資の中の製造業について，何らかの一般性がないのかというとそれはやはり
存在する。表１０は日本の対加製造業投資の産業別内訳を全世界向け産業別内訳と同時に併記したもの
である。
表１０を見る限り，日本の直接投資の製造業全体については，輸送機器，電機産業が各年についてま
んべんなく投資されているが，対加直接投資の中心は資源確保のための木材・パルプ産業への投資
と，アメリカ自動車産業諸州に近接したカナダ・オンタリオ州の自動車産業向けの投資，さらには電
機産業への投資１３からなっており，日本の製造業の一般的動向とは異なり、資源確保に向けた直接投
資が多いという点で対加直接投資は様相を異にしている。またこの表には出ていないが，木材・パル
プ産業への投資と同じように，資源確保を目的とした鉱業投資が多いということも歴史的にわかって
いる１４。
それでは日系企業はカナダにどれだけの企業が，どのような分野に，そしてどのような地域に進出
しているのであろうか。表１１，表１２および表１３は進出企業数，進出企業分野，ならびに地理的分布を
見たものである。
進出企業数（表１１）については１９７０年代から９０年代半ばの NAFTA締結に至る期間は大体現地法人
１２ 栗原武美子稿「最近の対加直接投資の特徴」『カナダ研究年報』第２１号，２００１年，２頁。
１３ 電機産業への投資額が多いと出ているが，後に見るように，雇用人員の点ではけっして多くはない。
１４ この点については，たとえば『対加投資の現状と FIRA及び NEPの問題点』（昭和５６年度機械工業等投資促進事業報
告書）ジェトロ，４８頁以下参照。また Carin Holroyd and Ken Coates, Pacific Partners : The Japanese Presence in Canadian
Business, Society, and Culture, James Lorimer, & Co., 1996, pp.131−137参照。
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の数は増える傾向にあり，NAFTAが締結された１９９４年にはこれまでで最高の３４０社を数えている。
その後，日本経済の不況や，NAFTAの成立に伴って，カナダそのものの魅力の低下１５も影響してか
その数は低迷もしくは減少傾向にある。
次に，表１２は２００２年現在，カナダに存在する日系子会社の産業別分布を設立時期との関係で見たも
のである。この表を見ると最も多い業種は販売業で１１４社を数えているが，この主たる業務は日本か
ら輸出された製品をカナダで販売するという仕事であり，従来から日本企業が海外進出する際の典型
的なパターンであるといわれているものである１６。
続いて多い業種は４０社のサービス業で，これにはホテル，旅行代理店，運送業などが含まれる。製
１５ もちろんカナダの魅力が全くなくなったということではなくてアメリカあるいはメキシコの魅力が増加し，相対的に
カナダの魅力が低下したというべきであろう。またカナダの魅力の低下は成長著しい東南アジア諸国の魅力が増大した
ことによるものである。（cf. Ibid ., p．１１６．）カナダの魅力については「労働力の質が良い」「治安が良く安全」「人件費
が安い」「政治経済的に安定している」といった項目が上位を占めている。たとえば，日本貿易振興会海外経済情報セ
ンタ 『ー第９回在加日系進出企業経営実態調査』平成９年，３５頁参照。また栗原武美子稿，前掲論文，１０頁も併せて参照。
１６ たとえば，吉原英樹稿「多国籍企業の経営」吉原英樹編『日本企業の国際経営』所収，同文舘，平成４年，９頁参
照。
表１０ 日本の対カナダ製造業別直接投資（届け出ベース，億円）
製 造 業
小 計
食 料 繊 維
木 材 ・
パ ル プ
化 学 鉄・非鉄 機 械 電 機 輸 送 機 そ の 他
２００１年度 全 世 界 １７４４９ １０２４ ２５４ ９１６ １８６７ ７９５ １５２５ ４５８０ ５４２４ １０６２
対カナダ １７ １ n. a n. a n. a １６ n. a n. a n. a n. a
２０００年度 全 世 界 １２９１１ ２８４ ２４６ １６３ ２１１７ ７８１ １５５９ ３３６８ ３４６８ ９２５
対カナダ ２４ n. a n. a n. a ２ ６ ７ ２ ７ n. a
１９９９年度 全 世 界 ４７１９３ １６６２８ ２９０ １２９ １８８９ １６２６ １１１０ １８２３７ ５３３３ １９５１
対カナダ ２７１５ ２６８６ n. a １９ n. a n. a ２ n. a １ ７
１９９８年度 全 世 界 １５６８６ １６２６ ４３７ ８６７ ２８７６ １５６６ １０１８ ４３７７ ２０５７ ８６２
対カナダ ６４５ n. a ２ ５４４ n. a １ １ ７７ １８ ２
１９９７年度 全 世 界 ２３７３１ ７０２ １１７６ ４３１ ３６９８ １７３４ １５７５ ８２０８ ３５６９ ２６３９
対カナダ ５３７ ４ ５ ４ n. a ４ ８ １２６ ３８４ ２
１９９６年度 全 世 界 ２２８２１ ８２２ ６８２ ６９８ ２３２０ ２７５６ １６２０ ７３３７ ４３６２ ２２２４
対カナダ ７２３ ４ ４９ １７９ ２ ６ ６ ９４ ３５７ ２６
１９９５年度 全 世 界 １８２３６ ８１１ １００８ ３５１ ２０７９ １４９８ １８１０ ５１９０ １９３９ ３５４９
対カナダ ２７３ ９ ６ ５２ ４９ ２ ３０ １２２ n. a ３
１９９４年度 全 世 界 １４４２６ １３３４ ６７４ １４８ ２７１５ １０７１ １６９７ ２７３４ ２１３６ １９１６
対カナダ １９９ n. a ２ ６３ ４７ ３ ２ ３３ ４９ n. a
１９９３年度 全 世 界 １１１３２ ８８８ ４９８ ３４６ １７４２ ７５４ １１７１ ２７６２ ９４２ ２０２９
対カナダ １０７ ３ １ ６０ n. a １５ ７ １９ ２ n. a
１９９２年度 全 世 界 １００５７ ５１７ ４２８ ４３１ ２０１５ ８２４ １１０４ １８１７ １１８８ １７３２
対カナダ ３９３ １ ４ ２８３ n. a ４０ ９ ３１ ２６ n. a
１９９１年度 全 世 界 １２３１１ ６３２ ６１６ ３１２ １６０２ ９０７ １２８４ ２２９６ １９９６ ２６６６
対カナダ ３０９ ２ ８９ １０６ １ ３１ １６ ２４ ４０ １
１９９０年度 全 世 界 １５４８６ ８２１ ７９６ ３１４ ２２９２ １０４７ １４５４ ５６８４ １８７２ １２０７
対カナダ ４０５ １４ ４２ １３０ ４９ ３３ ２１ ４１ ５４ ２１
１９８９年度 全 世 界 １６２８４ １３００ ５３３ ５５５ ２１０９ １５９１ １７６２ ４４８０ ２０５３ １９０１
対カナダ ７１２ １３ ２１ ３３７ ２５ １１ １１０ ３３ ７９ ８１
出所）『財政金融統計月報』５２４号，１９９５年１２月号，３ぺージ，３２－３３頁ならびに『財政金融統計月報』６０８号，２００２年１２
月号，３０－３１頁，３８－３９頁より作成。ただし１９９３年度以前の数値はドル表示であり，それ以後の数字は円表示であ
る。
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造業では予想通り，自動車産業が最大の産業であ
り，合計で２７社を数えている。続いて機械１３社，
木材・パルプ１１社で，電機は２社で非常に少ない
ことがわかる。
日系子会社の地理的分布を見てみるとさらに興
味深い事実が明らかになる。表１３は子会社の地理
的分布を見たものであるが，これによれば日本か
らカナダに向けた直接投資は当初太平洋岸のブリ
ティッシュ・コロンビア州が中心で，かつ資源投
資が多かったが，徐々にカナダの産業中心州であ
る，オンタリオ州にその中心が移り，かつ先にも
見たように自動車を中心とした投資になっている
ことである。２００２年現在で，カナダの日系現地子
会社２８３社のうち，１８５社はオンタリオ州に立地
（６５．４％）しており，およそ３分の２の子会社が
集中していることになる。
さらにカナダにある日系子会社がどれだけの雇
用を抱えているのかということを産業別に見たも
のが表１４である。この表から，日系子会社全体で
は３４４４６人を雇用していることがわかるが，アメ
リカ系子会社がカナダで雇用している従業員と比
較すれば相当少ない。日系子会社の中で現地法人
数では一番多かった販売業の雇用人員は８０２３人で，現地法人数では第３位であった自動車産業が最高
の１５７７１人を雇用しているということもわかる。
日本企業のカナダ子会社の２００２年の雇用数のうちで自動車産業に雇用されている比率は４５．８％でカ
ナダ子会社の中でも，その重要性が飛び抜けて高い。自動車産業での雇用数は５年前の１９９７年のデー
タと比較してみても，他の産業がおおむね雇用を減少させているのに対して，当時の７０００人から２倍
以上（２２５．３％の伸び率）に雇用数を増大させていることから見て，その雇用の伸びは著しい（表１５
参照）。日系自動車会社の雇用の比率と雇用の伸びをアメリカ企業のカナダ子会社と比較してみる
と，表５ですでに見たように，２０００年現在アメリカ企業のカナダ子会社（MOFA対象企業）では１０３
万８７００人の雇用を確保しており，このうち自動車産業は最大の雇用産業で１２万８００人を雇用してい
る。比率としては１１．６％であり，日系カナダ子会社における自動車産業の雇用比率とは大きく異なっ
ている。また表５には直接示されてはいないがここで１９９７年のアメリカ企業のカナダでの雇用の状況
（MOFA対象企業）を見てみると，カナダ全体で８５万１５００人を雇用している。そのうち自動車産業
では１０万２２００人の雇用を確保し，最大の雇用産業であるが，その比率は２００２年とあまり変わら
ず，１２．０％である。１９９７年と２００２年では自動車産業の雇用の伸び率は１８．２％で日系自動車産業の雇用
表１１ 日系企業のカナダ法人数
現地法人数 進出企業数
１９７４年 １５３
１９７５年 １４２
１９７６年 １５２
１９７７年 １５２
１９７８年 １４３
１９７９年 １４４
１９８０年 １５７
１９８１年 １７１
１９８２年 １７７
１９８３年 １９１
１９８４年 １９９
１９８５年 ２１４
１９８６年 ２２６
１９８７年 ２３０
１９８８年 ２６３
１９８９年 ２９１
１９９０年 ３１１ ２４７
１９９１年 ３２５ ２６０
１９９２年 ３３３ ２６３
１９９３年 ３３９ ２６４
１９９４年 ３４０ ２６９
１９９５年 ３３４ ２６９
１９９６年 ３３１ ２７２
１９９７年 ３２７ ２６５
１９９８年 ３２１ ２５９
１９９９年 ３０４ ２４３
２０００年 ２９５ ２３８
２００１年 ２８７ ２３１
２００２年 ２８５ ２３２
『海外進出企業総覧 国別編』各年版，東洋経済新報社
より作成。
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の伸び率と比較すれば小さく，また雇用比率にもそれほど大きな変化はない１７。この理由はアメリカ
自動車産業のカナダ進出は歴史が長く，すでに大規模な投資がなされているのに対して，日系自動車
産業のカナダ進出は歴史も浅く，また新規の投資が今も続いており，おりからのアメリカ経済の好調
１７ Raymond J. Mataloni, Jr.,” U. S. Multinational Companies : Operations in 1998,” Survey of Current Business, July 2000, p.42の
表 13−1より計算。
表１２ 日本企業の産業別内訳（２００２年）
設立 貿易 販売 金融 サービス 自動車 機械 鋼業 パルプ 電機 水産物 食料品 その他製造業 鉱業 小計
１９５６年 １ １
１９５９年 １ １ ２
１９６０年 ２ ２
１９６１年 １ １
１９６４年 １ １
１９６５年 １ １
１９６６年 ３ １ １ ５
１９６８年 ４ １ １ ６
１９６９年 ２ １ １ ４
１９７０年 ２ １ ３
１９７１年 ２ ２
１９７２年 ２ １ ３
１９７３年 １ ３ １ １ １ ７
１９７４年 ２ ５ ７
１９７５年 ５ ５
１９７６年 ２ ２
１９７７年 ２ ２
１９７８年 １ ２ ３
１９７９年 ４ １ ５
１９８０年 ３ １ ４
１９８１年 １ １ １ １ ４
１９８２年 ６ １ ７
１９８３年 ７ １ ３ １ １ １３
１９８４年 ３ ２ １ ６
１９８５年 ６ １ ２ １ １ １ １２
１９８６年 ４ １ １ １ ７
１９８７年 ５ ２ ２ ２ １ １ １３
１９８８年 １ ９ １ ８ ２ １ １ ２３
１９８９年 １ ５ ４ ４ １ １ ４ ２０
１９９０年 １ ５ ２ ２ １ １ ２ １ ２ １７
１９９１年 １ ３ １ １ ６
１９９２年 １ ５ １ １ １ ２ ２ １３
１９９３年 ３ １ ２ １ ２ １ １０
１９９４年 １ １ ２
１９９５年 ２ １ ６ ９
１９９６年 １ １ １ ２ １ ６
１９９７年 １ ３ ２ ２ ２ １ １１
１９９８年 ２ ５ ３ １０
１９９９年 ３ １ １ １ ６
２０００年 １ ３ １ １ １ １ ８
２００１年 １ ２ １ １ １ １ ７
２００２年 １ １ １ ３
小計 １５ １１４ ９ ４０ ２７ １３ ４ １１ ２ １ ４ ３０ ９ ２７９
出所）『海外進出企業総覧 国別編 ２００３年版』東洋経済新報社より作成。
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もあってその投資が持続していることによる雇用
の増大であると考えられる。
ところで日系カナダ子会社の２０００年における雇
用人員を見てみると，全部で３１５６４人，そのうち
製造業には２０４９５人が雇用されている１８。アメリカ
系カナダ子会社（MOFA対象企業）で行ったの
と同じように，日系カナダ子会社の雇用人員を，
同じ年のカナダ経済全体の雇用就業者数に占める
比率で見てみると，それはわずかに０．３％でしか
ない。したがってアメリカ系カナダ子会社と比較
すればその存在はあまりにも小さいことがわかる。
次に日系カナダ子会社の業績を見てみよう。表１６は５つの時期における日系子会社の業績を見たも
のである。これによれば，最近になればなるほど子会社は利益を出している傾向が強くなるし，それ
とともに損失を出している日系企業の比率が低下していることがわかる。
特に２００１年の日系企業の業績を見ると業績に関するアンケートに回答した企業１１９社のうちで，利
益を出していると報告した企業は全体の７割近い８２社で，その割合は高い。
そこで利益を出している企業はそもそもいつ頃カナダに進出した企業なのかということを見たのが
表１７である。
この表はこれまでカナダに累計で５０９社進出し，２２１社がカナダから撤退ないしは合併されて消失し
たことを示しているが，このことのコインの裏面として，どれだけの数の企業が今もなおカナダに存
在しているのかを示したものが生存／進出率である。それによれば生存率は５４．８％，すなわち２社に
１社は今もなおカナダで生存していることになるが，日本企業全体で全世界にどれだけ進出し，どれ
だけ生存しているかを見てみると全世界に向けて累計で２８８５６社（２００２年現在）進出し，このうち９２１１
社撤退しているという。撤退率は３１．９％であり，したがって生存率は６８．１％ということになる１９。カ
ナダに進出した日系企業の生存率は通常の生存率と違ってかなり低いことがわかる。それだけカナダ
進出はリスクが大きいということであるが，これは現在のカナダそのものに問題が存在するというよ
りも，外的環境の変化の影響が大きいと見るべきであろう２０。
とくに１９９４年の NAFTA成立を契機として進出企業数の著しい低下傾向と撤退企業数の増加傾向が
見て取れる。これは先にも述べたとおり，アメリカやメキシコとカナダを比較すると，より大きなメ
リットがカナダ以外の両国にあると日本企業は見始めていることの表れであろう２１。
１８ 『海外進出企業総覧 国別編 ２００１年版』東洋経済新報社，１５８６頁。
１９ 『海外進出企業総覧 国別編 ２００３年版』東洋経済新報社，１５５４，１５８９頁参照。
２０ かつてはカナダの国内問題の方が大きかった時期がある。たとえば１９８５年にカナダ投資庁（Investment Canada）が評
判の良くなかった外国投資審査庁（Foreign Investment Review Agency）に取って代わるまでは，カナダへの外国からの
投資に関して FIRAは阻害要因であった。榎本悟稿「カナダにおける日系企業の役割－Richard W. Wrightの所説を中心
として－」『証券経済』第１５５号，１９８６年，２３２－２３４頁参照。以下「役割」論文と略称。
２１ 事実，カナダ，アメリカ，そしてメキシコの経済的統合がさらに進むとすれば，カナダよりもまずは市場の大きいア
表１３ 子会社の地理的分布
１９７５年 １９８６年 １９９７年 ２００２年
BC ２４ ６５ ９４ ６３
Prairie ２ ２１ ２９ １７
Ontario ３８ １１９ ２０９ １８５
Que. M １０ ２０ ２４ １８
計 ７４ ２２５ ３５６ ２８３
出所）１９７５年から１９９７年については Andrew Delios and
Prescott C. Ensign, “Japanese Investment in Canada,”
Ivey Business Journal , May / June 1999, p.45から作
成。２００２年については「海外進出企業総覧 国別
編 ２００３年版』東洋経済新報社より作成。
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また２００１年現在，カナダに生存している企業のうちで利益を確保していると報告した企業は８２社で
日系カナダ子会社全体の２９．４％である。何らかの意味で業績結果についてアンケートに回答した１１９
社の中で利益を出している企業は８２社で，収支均衡企業は２４社，赤字企業が１３社であるということ
メリカに進出することのメリットや，労働賃金の安いメキシコに進出することのメリットの方が大きいという指摘は絶
えず存在する。たとえば栗原稿，前掲論文，１１頁。
表１４ 現地従業員数（産業別，２００２年）
設立 貿易 販売 金融 サービス 自動車 機械 鋼業 パルプ 電機 水産物 食料品 その他製造業 鉱業 小計
１９５６年 ８６ ８６
１９５９年 ２２ １１２ １３４
１９６０年 １９ １９
１９６１年 ３８ ３８
１９６４年 ４９５ ４９５
１９６５年 ０
１９９６年 ６２０ １３２ ０ ７５２
１９６８年 ２２５ １６２ ３８７
１９６９年 ４５８ ４５０２ ６３ ５０２３
１９７０年 ３０ ０ ３０
１９７１年 ２６２ ２６２
１９７２年 １４０３ ７９４ ２１９７
１９７３年 ４５３ ４４３ ４０５ ２６７ １８６ １７５４
１９７４年 ２１ ２５９ ２８０
１９７５年 ８９４ ８９４
１９７６年 ９ ９
１９７７年 ６９ ６９
１９７８年 ２５ １３３ １５８
１９７９年 １０３ ７４ １７７
１９８０年 １６ ４２３ ４３９
１９８１年 ７８ ３ １ ８２
１９８２年 １２７ １２７
１９８３年 １０３ ４２ ２９９ ５０ ３ ４９７
１９８４年 ２２ １１６ ３９ １７７
１９８５年 ３９ ４１１ １１４ １６ ５８０
１９８６年 １８７ １７０７ １８９４
１９８７年 １９４ ２８ ２１ ９２２ ３８ １２０３
１９８８年 ２ ２２６ ３ １００６ ３３７７ ３３５ ６５４ ５６０３
１９８９年 ２ ２２５ ３８ ２８２６ ５６ ９９ ２５１ ３４９７
１９９０年 １８ ４０ １６０ ９ ２８４ １３８ ３３８ ８１ １０６８
１９９１年 ３ ４６ ６ ３８ ９３
１９９２年 １ １５７ １９ ２０５ ７４ ２０９９ ２５５５
１９９３年 ３４ １３５ ３３ ８４ ２８６
１９９４年 ３１ １８ ４９
１９９５年 ２９ １７４ ２０３
１９９６年 ３９ ３３ ７２
１９９７年 ３９ １８ ２６６ ２８ ３５１
１９９８年 １０ ９９８ ７３ １０８１
１９９９年 ３２０ １２ ２０１ ５３３
２０００年 ４ ２７９ ３ ６３ ２ ３５１
２００１年 ４ １１７ １２１
２００２年 ８２０ ８２０
６６９ ８０２３ ３１１ ２４２７ １５７７１ １１２８ ４７０ ２０３４ ２１７ ０ １４９ １１４２ ２１０５３４４４６
出所）『海外進出企業総覧 国別編 ２００３年版』より作成。
１８９カナダにおける日米企業の役割
－１３－
や，表１６にあるように業績順調と回答する企業の割合が増加傾向にあることから見て，カナダ経済に
対する直接的な効果はけっして大きくはないが，何らかの意味で日系企業はカナダに意義を見いだし
ているということになろう。
そこで次節では，日米多国籍企業子会社がカナダで果たしている役割について，日米多国籍企業側
とカナダ側の両方の観点からあらためて見てみることで本稿のまとめとすることにしよう。
表１７ 日本企業の対加進出・撤退件数
進出件数 撤退件数 生存企業 利益確保企業 生存／進出率 利益／生存率
１９８６年以前 ２２７ ２０ １１５ ３６ ５０．７ ３１．３
１９８７年 ２７ ６ １３ ４ ４８．１ ３０．８
１９８８年 ３７ ２ ２３ ８ ６２．２ ３４．８
１９８９年 ３１ ２ ２０ ６ ６４．５ ３０．０
１９９０年 ２８ ７ １７ ８ ６０．７ ４７．１
１９９１年 １５ １０ ６ １ ４０．０ １６．７
１９９２年 ２５ ６ １３ ３ ５２．０ ２３．１
１９９３年 １２ １２ １０ ２ ８３．３ ２０．０
１９９４年 ３ ６ ２ ２ ６６．７ １００．０
１９９５年 １４ １０ ９ ２ ６４．３ ２２．２
１９９６年 １２ １３ ６ ２ ５０．０ ３３．３
１９９７年 １７ １９ １１ １ ６４．７ ９．１
１９９８年 ７ １８ １０ ５ ５０．０
１９９９年 ５ １７ ６ １ １６．７
２０００年 ９ ６ ８ ０ ８８．９ ０．０
２００１年 ９ １４ ７ １ ７７．８ １４．３
２００２年 ３ １２ ３ n. a １００．０ n. a
合 計 ５０９ ２２１ ２７９ ８２ ５４．８ ２９．４
出所）『海外進出企業総覧 国別編』，東洋経済新報社，各年版より作成。進出件数ならびに
撤退件数はそれぞれの年に進出ないしは撤退・被合併された企業数を示す。また生存企
業ならびに利益確保企業はそれぞれ２００２年，２００１年の企業数を表す。なお合計は年次不
明企業があるため内訳とは一致しない。１９９８年および１９９９年の進出企業数と生存企業数
には明らかに数字に間違いが存在するが引用資料通りとする。
表１５ 産業別日系子会社の雇用
１９９７年 ２００２年
卸 売 業 ７３８１ ８０２３
自 動 車 ７０００ １５７７１
パルプ・紙 ５１２９ ２０３４
鉱 業 ４２２０ ２１０５
電 機 ２６８２ ２１７
機 械 ２３７４ １１２８
出所）１９９７年については Andrew Delios
and Prescott C. Ensign, “Japanese
Investment in Canada,” Ivey
Business Journal , May / June
1999,p.41から作成。２００２年の
データについては『海外進出企
業総覧 国別編 ２００３年版』東
洋経済新報社より作成。
表１６ 日系企業の業績（％）
１９８６年 １９９２年 １９９７年 ２００１年 ２００２年
損 失 １５．２ ２６．６ ２７．１ １０．９ １３社 ７．３ ３社
収支均衡 ４５．５ ２８．７ １９．５ ２０．２ ２４社 ３１．７ １３社
利 益 ３９．３ ４４．４ ５３．４ ６８．９ ８２社 ５８．５ ２４社
Ｎ＝３３ Ｎ＝１０８ Ｎ＝１１８ Ｎ＝１１９ Ｎ＝４１
出所）１９８６年から１９９７年については Andrew Delios and Prescott C. Ensign, “Japanese
Investment in Canada,” Ivey Business Journal , May / June 1994, p.42から作
成。２００１年，２００２年のデータについては『海外進出企業総覧 国別編 ２００３
年版』東洋経済新報社より作成。
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第４節 お わ り に
これまでの議論から明らかなように，日米カナダ子会社のそれぞれの果たしている役割は大きく異
なっている。アメリカ系カナダ子会社はカナダ経済の中に大きく食い込み，カナダの雇用全体に占め
る割合や，カナダの GDPに占める割合も日系企業とは比較にならないくらい大きい。たとえば，ア
メリカの直接投資残高の約１割はカナダが占めており，その投資に基づいて，アメリカ系企業はカナ
ダの雇用全体のおよそ１０％（２０００年）を雇用し，同年のカナダ GDPのこれまた１０％超をアメリカ系
子会社が付加価値として創り出しているのである。またアメリカにとってカナダはイギリスに次ぐ第
２番目の対外直接投資対象国であることから見てもけっして小さな存在ではない。
逆にカナダからアメリカ企業の役割を見ると，カナダが受け入れる外国からの直接投資累計額のお
よそ７割はアメリカからのものであるから，仮にアメリカ企業の戦略転換が何らかの形であれ，いっ
たん生じるとカナダ向けの直接投資に大きな影響があることは明らかである。また既に見たように，
カナダ経済の雇用や GDPに占めるアメリカ企業の役割は非常に大きい。したがってある意味では
NAFTAの締結はカナダにとって不可避であっただろうし，今後もアメリカ企業の果たす役割は増大
することはあっても低下するとは考えられない。それだけカナダ経済，あるいはカナダの人々にとっ
てはアメリカならびにアメリカ系企業の役割は大きいといわざるをえないのである２２。
これに対して日系カナダ子会社は雇用の面では問題にならないくらいに小さい。ちなみに日系企業
のカナダの雇用に占める役割は０．３％であった。おそらく，カナダとアメリカの関係と，日本とカナ
ダの関係の違いは，両国の経済的関係や地理的距離，あるいは言語や文化の近接性の程度，また歴史
的な経緯などによってカナダにおける日米子会社の役割の差がもたらされていると考えられる。
それでは日系企業はカナダに対してどのような役割を果たしているのだろうか。これまで日本企業
のカナダにおける役割の研究に精力的に取り組んできたライト（Richard W. Wright）によれば，カナ
ダにおける日系企業の役割を３つの領域に分けて論じている２３。それは直接的効果，誘発的効果，そ
して無形の効果の３つである。直接的効果としてライトが扱っていることはカナダでどれだけの現地
従業員を雇用しているのか，そしてどれだけの付加価値を創り出しているのかという２つの側面であ
り，これについてはすでに本稿でも日米両国のカナダ子会社について基本的に検討してきた２４。つま
り現地子会社が創造する直接的な効果のことである。これに対して誘発的効果とは子会社が雇用や付
加価値をどれだけ創造しているのかということではなく，子会社が現地に存在することで追加的に生
２２ アメリカ経済との関係が切っても切れないものであることによる問題の一つがカナダ人のアメリカへの流出，すなわ
ち「頭脳流出」の問題である。たとえば，飯澤英昭稿「加米自由貿易協定後のカナダ経済」『カナダ研究年報』第２２号，２００２
年を参照のこと。
２３ Richard W. Wright, Japanese Business in Canada : The Elusive Alliance , The Institute for Research on Public Policy, 1984.な
お，ライトの本をベースにした次の論稿も併せて参照されたい。榎本悟稿，前掲「役割」論文。また榎本悟稿「カナダ
における日系企業」日本カナダ学会編『カナダ研究の諸問題』所収，１９８７年も参照のこと。
２４ 本章では，日系カナダ子会社の付加価値額がカナダ経済に占める割合については検討していない。ちなみにライトに
よれば１９８１年現在，日系企業はカナダで１３４１９人を雇用し，３億８７００万加ドルの付加価値を創造したという。Cf. Wright
op. cit ., pp．４７－４８．
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み出される効果のことをいう。たとえば，現地子会社が原材料を他の企業から調達するが，原材料供
給企業はそのための生産と雇用を確保する。あるいは現地子会社の従業員は賃金所得をもとに，生活
のための物品を他の企業から購入する。このように現地子会社が他の企業や他の産業に及ぼす効果に
ついて投入・産出分析を用いて，どれだけの雇用とどれだけの付加価値が誘発されたのかを見たもの
である２５。さらには無形の効果として先に見た直接的効果や誘発的効果以外に，数量化することの困
難だが，広範な影響を及ぼすものがあるとして次の４つをあげている２６。すなわち， 商社の役割，
銀行の機能，プロジェクト融資と購入契約，そして技術・経営方法の移転効果である。この４
つの効果についての説明は以下の通りである。
まず最初に，商社の役割とは日本とカナダの間の貿易に商社が関与すること以外に，カナダが日本
以外の他の国々と貿易を行う際に商社が仲介するという第３国貿易への関わりと，対加投資において
商社が他の日本企業と合弁することによって投資リスクを担いながら日本企業の対加投資のプロモー
タになるという機能である。
銀行の機能としては１９８１年以降の銀行法の改正により，外資系銀行にも預金，貸し付け業務を行う
ことが許された。邦銀各社は連邦・州政府に対する貸し付けや，カナダが推進する資源開発等の大型
プロジェクトへの融資を行うことに主眼をおいている。
プロジェクト融資と購入契約に関しては，先に述べた邦銀の役割だけでなく，カナダが推進する資
源開発等のメガプロジェクトに対する日本企業（たとえば邦銀以外に商社）の資金供与や開発・生産
された財貨に対する長期の購入契約などはメガプロジェクトにとって不可欠なものであり，日系企業
の役割は大きい。
最後に技術・経営方法の移転についてはこれまでのところカナダ側の期待に応えうるだけの技術・
経営方法の移転がなされているわけではない。それというのも，日本のカナダに対する関心が天然資
源の探索・開発・生産にあって，技術的貢献ができる範囲が限られているということと，製造業に対
する投資は先にも述べたようにばらつきが大きく，しかも自動車産業を中心とした投資であり，それ
以外の製造業への投資が少ないというところにその原因があるからである。
以上がライトのいう日系企業の無形の効果であるが，現時点で，これらの効果について検討してみ
るとライトが論じた１９８０年代初頭の日加間の貿易総額は１９８０年で７１億６３００万加ドルであり，そのうち
総合商社が取引に関わった割合は６３．１％の４９億５５００万加ドルであった２７。２０００年の日加間の貿易総額
は２５４億９５００万加ドルで，この２０年間で３．６倍に成長していることがわかる２８。現在では商社を経由し
ないで企業自らが貿易業務に関わる度合いは高まっているとはいえ，貿易総額そのものの伸びに伴っ
て商社の取扱額は増加していると見て間違いなかろう。これに加えて第３国貿易にも関与しているこ
とから商社の役割は今もなお大きいと考えることができる。
２５ この点についても本章では論じていない。なお，誘発的効果として，１９８１年現在，約３９７００人の雇用と１１億５１００万加
ドルの付加価値が創造されたという。Cf. Ibid ., pp ５３－５７．
２６ Ibid ., pp．６３－６６．
２７ Ibid ., p．６５．また榎本稿，前掲「役割」論文，２２８－２２９頁。
２８ 経済産業省『通商白書２００１－２１世紀における対外経済政策の挑戦－』平成１３年，３４３頁。
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つぎに銀行の役割についてみてみると，たしかにカナダにおける外資系銀行の業務の拡充はなされ
たが，１９８０年代初頭にカナダに存在した１２社の邦銀は２００２年現在４社に激減している２９。これは日本
経済のバブル崩壊を契機にして，金融機関の合併，あるいは邦銀各社のカナダからの撤退に起因する
ものと考えられるが，それにしてもライトが期待したカナダの推進するメガプロジェクトへの融資事
業を行うことは難しい状況にある。
商社については銀行業とは違って減少してはいないが，現在でもカナダ向け投資の日本企業の合弁
相手となって資源関連分野への投資がなされている。したがって資源関連投資については今後も商社
の役割は大きいといえるだろう。
技術・経営方法の移転についてはカナダ向け直接投資のうち，製造業投資についてはそれほど見る
べきものはなかったが，自動車関連の投資が突出し始めており，今後はこれらの分野での技術・経営
方法の移転が進むものと思われる。
現在の日系カナダ子会社が果たしている無形の効果は以上のようなものであるが，直接的効果はア
メリカ企業と比較すればとても小さく，カナダに対して影響力があるとはいえない。それにもかかわ
らず日系企業がカナダから学び，さらにカナダに対して今後貢献しうることがらがあるとすれば，伝
統的に弱体であるとされるカナダの製造業に対する資金供給と技術・経営方法の移転・供与と先進的
な技術の共同研究（たとえば電気自動車の研究）を通じての相互学習にあるのではなかろうか。事実
カナダはいわゆるハイ・テク製品の輸出に努めており，２０００年にはカナダの輸出額全体の２８．９％に
なったといわれている３０。この分野は資源関連分野と異なり，日系企業が国際的な競争力を持つ産業
分野もあるので資金提供も含めて大きな貢献ができるものと思われる。カナダ側から見ても，アメリ
カとの経済的統合の進展の中で，カナダが技術や経営方法を学習するという点で日本も選択肢の一つ
としての地位が与えらえるのでないかと考えられる。
また日本のカナダ向け製造業投資の中では自動車産業の比重が高くなってきており，この分野での
技術・経営方法の移転が今後さらに進むものと期待できる。
いうまでもなくカナダにとってアメリカはライトの言葉を借りれば，直接的な効果という点でもっ
とも大きな役割を担っている。これに対して日本は直接的効果も間接的効果もアメリカほどの期待は
できない。しかしながら，日本はカナダに対して従来通りの資源関連分野への資金の提供と購入契
約，自動車産業分野における技術・経営方法の移転，そしてハイ・テク分野に対する資金提供と技
術・経営方法の相互移転といった形での無形の効果が今後大きく期待できるものと思われる。
２９ Wright, op. cit ., p. 45.また『海外進出企業総覧 国別編 ２００３年版』東洋経済新報社参照。
３０ Trade Update 2001 : Second Annual Report on Canada’s State of Trade, May 2001,p.23.なおハイ・テク製品とは，航空機・
エンジン，事務機器，テレビ・通信機器，などが含まれている。（Ibid ., p．２３．）
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Japanese and U. S. Business in Canada
Satoru Enomoto
This paper examines the extent to which Japanese and U. S. subsidiaries in Canada are contributing in terms
of employment and value−added to the Canadian economy, respectively. As for the U. S. subsidiaries, they
contribute much to the Canadian economy and more than 10% of both in employment and GDP in Canada is
accounted for by the U. S. subsidiaries and this ratio tends to rise after the settlement of NAFTA which means to
strengthen the relationships between two countries. In contrast, Japanese subsidiaries are not contributing to
Canada directly not so much as the U. S. counterparts and rather they are only minor players. However,
Japanese subsidiaries can play a major role indirectly (for example. technology transfer, management method
and workplace discipline) in helping Canadian manufacturing,which has been thought as a weak industry for a
long time.
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